














取り組む機運が高まり」 （1） と文科省が総括する通り、今日では全国の 1,743 の市区町村教育委












第 1 節　教育再生実行会議第 5 次提言の概要

















































第 2 節　平成 26 年文科省全国調査にみる成果と課題
　文科省は平成 26 年夏に上記の教育再生実行会議の第 5 次提言が出されること踏まえ、小中
一貫教育の実態に関する全国調査を企画した。それまで、文科省は小中一貫教育の実態調査を
行ったことはなく、その実態把握はほとんど出来ていなかったのである （3）。
　平成 26 年 5 月に全国 1,743 の全市区町村教育委員会対象に実施された小中一貫教育に関す
る実態調査は、同年 12 月 22 日に出された中教審答申「子供の発達や学習者の意欲・能力等に
応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築について」の基礎資料として活用されるなど、以
後の小中一貫教育に関する国の施策のベースとなったものである。調査結果は「小中一貫教育




























ものである。表からは、人口 5 万以上 20 万未満の自治体が全体の 36％を占めている事がわか



















のは施設一体型では 98％、施設隣接型では 90％、分離型では 86％であった。「全国学力・学
習状況調査の結果が向上した」に対しては、施設一体型の 63％、隣接型の 40％、分離型の
38％が「大きな成果あり」「成果あり」と答え、「いじめの問題等が減少した」に対しても、施








80 万人～100 万人未満 1％
50 万人以上～80 万人未満 3％
30 万人以上～50 万人未満 6％
20 万人以上～30 万人未満 9％
10 万人以上～20 万人未満 17％




















⑤ 現行の 6－3制の中で 6－3制とは異なる学年段階の区切り（特に 4－3－2制）を導入
している取組の方が多くの成果を認識している。







第 1 節　平成 26 年 12 月 22 日中教審答申と義務教育学校、小中一貫型小・中学校の制度化
　義務教育学校は平成 27 年 6 月の学校教育法改正によって制度化された （5）。法改正に至った
重要な要因として、平成 26 年 12 月 22 日の中教審答申がある。同答申は、26 年 5 月に実施さ












































































































　形態…施設一体型 109 校（80％）、隣接型 6校（4％）、分離型 5校（4％）
　　　　未定・検討中 16 校（12％）
　うち、平成 28 年 4 月設置　22 校（13 都道府県 15 市区町村）
　22 校のうち、施設一体型 19 校、隣接型 3校
＊その他、国立 3校、私立 2校が設置予定（28 年 4 月開校は 0校）
○公立併設型小・中学校の設置予定数…437 件
　形態…施設一体型 53 件（12％）、隣接型 32 件（7％）、分離型 223 件（51％）
　　　　未定・検討中 129 件（30％）
　うち、平成 28 年 4 月設置　115 件（21 府県 37 市町村）
　 115 件のうち、施設一体型 13 件（11％）、隣接型 10 件（9％）、分離型 89 件（77％）、
未定・検討中 3件（3％）
＊その他、国立 3件、私立 8件が設置予定（28 年 4 月設置は 3件）
○公立連携型小中学校設置予定　2件（28 年 4 月設置は 0件）
　平成 11 年に制度化された中等教育学校は 15 年が経過した平成 26 年度末時点で、全国で公
立校 30 校、国立校 4校、私立 17 校が設置されているのみである。それに比べると義務教育学
校は、設置予定数が 136 校（初年度設置は 22 校）、連携型に至っては 437 件（初年度設置は
115 件）が設置予定と回答しており、その量的な拡大は今後も続くと予想される。
　表－3 は、平成 28 年 4 月に設置された義務教育学校 22 校の施設形態、学年の区切り、教育
課程の特例についてまとめたものである。





北 海 道 斜里町立ウトロ学園 平成 28 年 一体型 6－3 予定なし
北 海 道 中標津町立計根別学園 平成 27 年 一体型 6－3 検討中
岩 手 県 大槌町立大槌学園 平成 27 年 一体型 4－3－2 一貫教科
山 形 県 新庄市立萩野学園 平成 27 年 一体型 4－3－2 予定なし
茨 城 県 つくば市立春日学園 平成 24 年 一体型 4－3－2 一貫教科
茨 城 県 水戸市立国田学園 平成 23 年 一体型 4－4－1 一貫教科
千 葉 県 市川市立塩浜学園 平成 27 年 隣接型 4－3－2 一貫教科
東 京 都 品川区立品川学園 平成 18 年 一体型 4－3－2 ★
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東 京 都 品川区立日野学園 平成 18 年 一体型 4－3－2 ★
東 京 都 品川区立伊藤学園 平成 18 年 一体型 4－3－2 ★
東 京 都 品川区立荏原平塚学園 平成 18 年 一体型 4－3－2 ★
東 京 都 品川区立八潮学園 平成 18 年 一体型 4－3－2 ★
東 京 都 品川区立豊葉の杜学園 平成 18 年 一体型 4－3－2 ★
神奈川県 横浜市立霧が丘学園 平成 21 年 隣接型 4－3－2 検討中
石 川 県 珠洲市立宝立小中学校 平成 24 年 一体型 4－3－2
一貫教科・中小
前倒し
石 川 県 珠洲市立大谷小中学校 平成 28 年 一体型 4－3－2
一貫教科・中小
前倒し
長 野 県 信濃町立信濃小中学校 平成 24 年 一体型 4－5 検討中
大 阪 府 守口市立さつき学園 平成 26 年 一体型 6－3 検討中
兵 庫 県 神戸市立港島学園 平成 26 年 隣接型 6－3 検討中
高 知 県 高知市立行川学園 平成 23 年 一体型 4－3－2 検討中
高 知 県 高知市立土佐山学舎 平成 27 年 一体型 4－3－2 一貫教科
佐 賀 県 大町町立ひじり学園 平成 23 年 一体型 4－3－2 検討中










　品川区は 28 年 4 月時点で 9中学、31 小学校、6義務教育学校を有し、平成 18 年度から全校
で小中一貫教育に取り組んでいる。品川区立日野学園は平成 18 年に同区で最初の施設一体型






　訪問調査は平成 28 年 9 月 30 日に行ったが、開校当時副校長として学校経営の最前線で活躍
された西島勇氏が平成 27 年度より同校に校長として着任されている （8）。
　日野学園は、小・中学校を一体化した施設一体型小中一貫教育校であることに加えて、区立
体育館、区立図書館を併設した複合施設型一貫校としても知られている。平成 28 年 4 月時点
で全校児童生徒数 1,004 名、教職員数 43 名である。9年間の一貫教育校であり、学年の区切り











関連を図りながら、基礎的な学力の定着に努める。」 (9) と説明されているが、実際は 6 年生の 3
学期には中学 1 年の英語、数学の教科書を購入させ、7 年生の教育内容の前倒し指導を行うな
どして、最終的には、9 年生の 11 月までに学習指導要領が求める義務教育 9 年間の教育課程
の学習を修了することをめざしているのである。その理由は明快であり、12 月以降は、私立、
国・公立難関高校への受験準備にあてるためである （10）。
　日野学園では例年、6 年生（毎年平均 90 名前後）の卒業生のうち約 20％が他中学校へ転出









では教師の労働時間だけを取り上げても 5、6年生担任の教師は毎日 30 分（5分× 6）、週当た
















野学園の課題 ― 教師の多忙感 ― は小中一貫教育の弊害ではなく、「選ばれる学校」になる
ことを求められる、学校選択制の弊害であることを明確にしておく必要があるだろう。
第 2 節　神戸市立港島学園の取組





1990 年代初頭には児童数 1,800 名に及ぶ全国でも最大規模の小学校であったが、阪神淡路大震

























つ以上の中学校に別れて進学する「分割校」も数多くあり、また既存の A 中学校の隣に B 中









































学園運営は校長の役割となっている。また、港島学園の管理職は全て、平成 28 年 4 月 1 日付




























































野校長は平成 30 年 4 月から学校運営協議会を発足させ、本格的なコミュニティ・スクールに
























　平成 28 年度 4月には全国で 22 校の義務教育学校が新設された。本稿ではそのうちの 3校を
取り上げたが、品川区立日野学園において 9年間を通した新教科「市民科」に加えて、指導事














分解も小学校 5 年生で指導することが可能である。5 年生で素数を学習する際に分解九九を意
識して学習し、12 は 1×12、2×6、3×4、4×3、6×2、12×1 を言えるようにした後、4×3を
素数の集まりで表現すれば 2×2×3であることを指導すれば最小公倍数や最大公約数の学習に
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も役立つ。5 年生段階でこの学習を経験した児童は、中学での √12 が 2√3 であることの学習








































（ 1）  文科省：「小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引」平成 28 年 12 月 26 日　筆者は「小中
一貫教育に関する調査研究協力者会議」の委員としてその作成に関わった。
（ 2）  平成 26 年文科省の全国調査より。その詳細は「小中一貫教育等についての実態調査の結果」文科
省初等中等教育局、平成 27 年 2 月にまとめられている。
   また、西川信廣・牛滝文宏共著「学校と教師を変える小中一貫教育」ナカニシヤ出版、平成 27 年
においてもその要旨を紹介しているが、本論においても 2章以下の論述に必要な部分を記述してい
る。
（ 3）  その理由は重要である。教育再生実行会議から小中一貫教育の実態に関する資料を求められた際に、
文科省の担当者は「小中一貫教育は現場発信の取組であり、文科省が主導したり教育委員会にその
推進を求めたりしたことはない。故に、実態も把握していない。」と述べたという。（小中一貫教育
の実態等に関する調査研究協力者会議 2014 年 5 月議事録）
（ 4）  例えば西川信廣・牛滝文宏共著「小中一貫（連携）教育の理論と方法」ナカニシヤ出版、平成 23
年及び前出「学校と教師を変える小中一貫教育」ナカニシヤ出版、平成 27 年等。
（ 5）  施行は翌年 4月 1日。小中一貫型小・中学校はこれまでの小学校、中学校と法制度上は変更はない
ので政省令改正によって制度化された。
（ 6）  文科省初等中等教育企画課「小中一貫教育の制度化について ― 学校教育法等の改正に伴う説明会
資料 ―」平成 27 年 7 月
（ 7）  この用語には筆者は違和感が拭えないが、法制局が中等教育学校の類型に用いた用語を踏襲したの
でこのような結果になった。
（ 8）  それまで 6 年間にわたって日野学園をリードしてきた青木経前校長は、平成 27 年 4 月から同じ施
設一体型小中一貫教育校である区立荏原平塚学園の校長（再任用）として着任されており、校長人
事にも品川区の計画性がうかがわれる。
（ 9） 日野学園平成 28 年度教育計画 p. 8
（10） 筆者のインタビューに対する西島校長談話。
（11）  例えば品川区立伊藤学園では、6年生に 7年生の教育内容を前倒しで指導することは行っていない。
（12）  品川区教育委員会 http://www.city.shinagawa.tokyo.jp/ を参照のこと。
（13）  区内全中学に区費で加配されている教員もあり、日野学園にのみ加配されている教員数は明らかに
できない。
（14）  例えば、山本由美編「小中一貫教育を検証する」花伝社、平成 22 年 8 月等。











（19）  守口市立さつき学園平成 28 年度学校教育計画 p. 42










（23）  詳しくは、前出「学校と教師を変える小中一貫教育」ナカニシヤ出版　平成 26 年参照。
（24）  河野和清編著「地方分権化における自律的学校経営の構築に関する総合的研究」多賀出版　平成
16 年、p. 172～173
（25）  筆者は、西川信廣著「義務教育学校における多様性と平等性に関する実証的研究 ― コミュニ
ティ・スクールに着目して ―」京都産業大学総合学術研究所所報　平成 25 年、において公正性
を担保するための学校運営協議会の可能性について考察している。

